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序．青年会議所とはどのような団体なのか

　２１世紀は「地方の時代」としばしばいわれ、小泉

純一郎政権以降積極的に地方分権が推進されている
1）

。

このように「地方」「地域」に目を向けるとそこには

地域に密着して活動している青年会議所の存在に気付

く。青年会議所とはどのような性格を持つ団体なのだ

ろうか。青年会議所の名前を身近でみるのは地域の祭

りなどである。では、祭りの世話役がその主な活動な

のだろうか。その活動の主体はどのような人々で、ど

のような活動をしているのだろうか。

　政治の世界において、青年会議所の出身者は国会議

員、地方自治体の首長、地方議員をはじめとした政治

家を多く輩出している。今日においても地方、国政を

問わず選挙では、かつて会員であった経験を持つ立候

補者により、青年会議所に所属していたことが強調さ

れる。青年会議所会員となることは地方から政治家を

輩出するルートのひとつであり、そこには青年会議所

運動の活動を通して、選挙区である地元での知名度と

地元に対する貢献が意識されているといえよう
2）

。

　日本における市民社会における政治については、

１９６０年代以降松下圭一によって市民政治型の政治理

論が展開されてきた
3）

。松下によると「現代市民は、そ

れゆえ、都市型社会が実現したマス・デモクラシーの

中からうまれ、市民活動によってたえず自らを訓練し

ていく市民」であり、現代市民によって「市民政治」

  The Junior Chamber International Japan (JCIJ) has contributed to the society 
ever since its foundation. It is said that the local activity of JCIJ has created the 
higher standard on the town planning and the urban development. It is an 
association which has its basis in local community for establishing the local 
democracy. The JCIJ’s exercise in its local JCI activities has defi nitely changed 
Japanese local community. The activities consulted on the town development, the 
human resources development, the educational problem, and the environment 
problem. Is this Group a pressure group, or service organization? This article aims 
to clarify the biggest question of the time.
  In this paper, the focus is on the JCIJ role in a relationship between government 
and economy, i.e. the public sector and the private sector.
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　このように国政の場でも取り上げられている日本青

年会議所は、これまでも数多くの会頭提言を出してい

る。会頭提言は１９６８年に始まる。会頭提言は時代や

商工会議所の要請を反映したものであった。日本のデ

モクラシー、地方・地域のデモクラシーのあり方を考

えるうえで、以下において日本における青年会議所と

いう組織の発祥から日本青年会議所の成立についてみ

ていくことによって青年会議所の存在意義について探

っていきたい。

１．日本における青年会議所活動の発祥

１．１　東京青年商工会議所の創立

　青年会議所活動は、アメリカのセントルイスで

Young Men’s Progressive Civic Association Juniorが結成

されたことに始まる
9）

。翌年、Junior Citizensと改称さ

れ、さらに２年後にJunior Chambers of Commerce と名

称変更されてきた。まず、アメリカで「青年の力を結

集して大衆社会への奉仕を行う
10）

」ことを掲げた青年が

中心となる活動が始まったのであった。この運動は、

次第にアメリカの各都市に拡がった。２０１４年は国際

JC（JCI・Junior Chamber International）創立１００周年
11）

を作り出すとされ、「市民みずからの政治成熟が要求

される
4）

」という。松下は「市民政治」を都市型社会に

おける市民相互間の「公共」を絶えず模索・構成する

と捉える。

　日本において、地方、地域に拠点を置いて活動して

いる青年会議所は、活動目的を市民社会と市民形成に

求めているきらいがある。全国の地方都市に存在する

青年会議所は、果して「市民政治」に寄与しているの

だろうか。その活動内容について、具体的に取り上げ

た研究は多くない。本論文では日本青年会議所の創立

過程からの活動と、政治と関わりを持ち始める端緒に

ついて探りたい。

　そもそも、青年会議所とはどのような性格をもった

団体なのだろうか。また、どのような活動をしている

のであろうか。その会員は現在でも第一次産業から第

三次産業まで、あらゆる企業の創業者、事業継承者が

の節目の年を迎えるが、本論文では、日本各地に存在

する青年会議所の連絡・調整機関の役割をつとめる日

本青年会議所（Junior Chamber International Japan
12）

）の

活動の歴史を検証する。

　日本でも青年会議所の名称を掲げる団体は、現在、

全国各地に存在している。日本における青年会議所は

アメリカの占領統治期の１９４９年に東京青年商工会議

所の創立に始まる。未だ連合国軍の占領下にあったと

はいえ、戦後復興のために「時代の経営者としての進

むべき道」を模索していた三輪善雄
13）

は、商工会議所の

青年部的なものを設立することを試みてはどうか、と

東京商工会議所の総務課長藤岡清則
14）

からアドバイスを

受けた。それは、戦前から日本の経済界を牽引してき

た既存の経済団体である商工会議所や工業倶楽部に偏

らない、「本当にニュートラルな青年たちの団体」の

成立を模索するものであった
15）

。

　三輪が東京青年商工会議所設立のために奔走してい

た１９４８年は、芦田内閣の総辞職、極東国際軍事裁判

所による戦犯２５名の有罪判決と刑の執行や昭和電工

疑獄事件など、日本政治はもとより経済的社会的にも

不安定な状態であった。創立メンバーは表２に示した

通りである。

会員の８割を占めており、その９割が取締役や管理職

として企業の中核を担っている
5）

。会員による活動は無

報酬によるボランティア活動はじめ、各地域における

まちづくりや福祉活動について数多くの政策提言活動

（Policy Proposal
6）

）を行っている。青年会議所はその

活動を、任期１年のリーダー
7）

のもとで推進していく。

しかし、１年では事業が完遂しないことが多いため、

３年ないし５年ほどは同一テーマで活動が継続される

ことが多い
8）

。

　青年会議所による政策提言活動は、政府や地方自治

体、国際機関に対してPolicy Proposal（「提言」「陳

情」）を行うものである。実際、国政に影響を与えて

いることは表１の国会委員会会議録からも明らかであ

る。表１に見られるように、経済問題をはじめとして

領土問題から地方行政、憲法問題まで多分野の委員会

にわたっている。

国会委員会会議録発言記録

回
次 院名 会議名 開会日付

６７ 衆議院 沖縄及び北方問題に関する特別委員会公聴会 昭和４６年１２月８日

７３ 衆議院 建設委員会 昭和４９年９月１０日

１０２ 衆議院 文教委員会 昭和６０年４月１９日

１２６ 衆議院 地方行政委員会 平成５年２月２３日

１４２ 衆議院 商工委員会 平成１０年４月２４日

１４５ 衆議院 国会等の移転に関する特別委員会 平成１１年７月１４日

１４７ 衆議院 内閣委員会 平成１２年４月２６日

１５１ 衆議院 文部科学委員会 平成１３年３月２８日

１５３ 衆議院 国会等の移転に関する特別委員会 平成１３年１１月１５日

１５９ 衆議院 行政監視委員会 平成１３年１２月３日

１６１ 衆議院 予算委員会第７分科会 平成１６年３月２日

１６４ 衆議院 憲法調査会公聴会 平成１６年１１月１８日

１６４ 衆議院 予算委員会第７分科会 平成１８年２月２８日

１６４ 衆議院 経済産業委員会 平成１８年４月１８日

１６５ 衆議院 教育基本法に関する特別委員会 平成１８年６月７日

１６５ 衆議院 内閣委員会 平成１８年１１月１５日

１６５ 衆議院 教育基本法に関する特別委員会 平成１８年１２月５日

１６５ 衆議院 内閣委員会 平成１８年１２月７日

１６５ 衆議院 国土交通委員会 平成１９年３月１５日

１６５ 衆議院 内閣委員会 平成１９年３月２８日

表１　国会委員会会議録内発言記録（キーワード「日本青年会議所」）

表２　東京青年商工会議所創立メンバー

参照：（国会会議録検索システム
http://kokkai.ndl.go.jp/cgi-bin/KENSAKU/swk_list.cgi?SESSION=10380&SAVED_RID
=1&PAGE=0&TOTAL=0&DTOTAL=21&POS=0&DMY=12253）

出所：日本青年会議所沿革（日本青年会議所　http://www.japan-lionsclubs.jp/：２０１４年９月
３日アクセス）。

東京青年商工会議所創立メンバー

三輪善雄 岩波雄二郎 黒川光朝 近藤民三郎

鈴木康雄 八田恒平 堀越善雄 丸晋

森岡賢一郎 大木基彰 山田隆 朝倉孝吉

鮎川弥一 伊藤和夫 神谷克郎 亀井要

川崎七三郎 黒田彰一 小坂俊雄 小島健二

小西達司 小松彰久 服部康正 杉山元太郎

鈴木重明 住友勝 外池寅松 堤平五

成毛収一 西浦文三 服部禮次郎 濱野一郎

守谷一郎 森美秀 森村衛 山本恵造

近藤利郎 井口俊次 中山進一 寺平好孝

長谷川一男 篠崎貞蔵 古林秀夫 喜頭時彦

近藤利夫 安在伯 森下泰 岡谷康治
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多数の会員はその定めた年齢制限により卒業年齢を迎

えると本格的に商業会議所や各種経済団体活動へとシ

フトする。青年会議所は地域経済を担う経済人になる

ためのトレーニングの場の提供と同世代のネットワー

ク形成機関の役割を果たしているといえよう。

　次に日本青年会議所の活動理念について確認する。

２．２　活動理念

　日本青年会議所は、国際青年会議所（JCI）綱領を

その活動の理念としている
32）

。青年会議所活動理念の中

核と考えられることから、全文を紹介する
33）

。

我々はかく信じる：信仰は人生に意義と目的を与

え、人類の同胞愛は国家の主催を超越し、正しい

経済の発展は、自由経済社会を通じて最もよく達

成され、政治は人によって左右されず法によって

運営されるべきものであり、人間の個性はこの世

の至宝であり、人類への奉仕が人生最善の仕事で

ある。

　上記のように、JCI綱領には、デモクラシーと法治

国家の確立が謳われている。第二次世界大戦の終戦を

機に、民主主義国家の一員となった日本青年会議所会

員にとって、このJCI綱領を遵守することは、日本復

興の推進と同時に、日本経済の躍進の基礎となること

を期待していたといえる。

　このことは、１９５２年のサンフランシスコ講和条約

発効の１９５２年４月２０日から４日間、東京で第２回JCI

アジア地区会議を主催したことからも明らかである
34）

。

このような世界会議の主催や国際会議への参加によっ

て、日本における青年会議所活動は躍進し、会員数の

増大につながることとなった
35）

。

　JCI綱領とは別に、日本青年会議所には綱領が存在

する。１９６０年に作成された綱領は「われわれJAYCEE

は、社会的・国家的・国際的な責任を自覚し、志を同

じうする者、相集い、力を合わせ青年としての英知と

勇気と情熱をもって明るい豊かな社会を築き上げよ

う」というものであった
36）

。また、１９８８年と２００１年に

は「JC宣言」を出している
37）

。

　１９８８年はリクルート事件が起こった年であり、政

治と経済の関係の深さが大きく露呈した年である。

「変革の能動者たらんとする青年として」、「自由と公

正を保障する国家を基盤」とすることが掲げられたの

　日本の戦後復興のために集まった創立メンバーは、

初代理事長に三輪を選んだ
16）

。その設立趣意書の冒頭に

「新日本の再建は我々青年の仕事である。あらためて

述べる迄もなく今日の日本の実情は極めて苦難に満ち

ている。この苦難を打開してゆくため採るべき途は先

ず国内経済の充実であり、国際経済との密接なる提携

である
17）

。」と決意が表明されている。創立の時点で組

織は中央集権的なものではなく、ローカル中心のネッ

トワークを構築すること、年齢制限３５歳
18）

、役員の任

期１年、という現在まで続く青年会議所組織の礎が築

かれたのであった。

　しかし、創立の翌年、商工会議所法が制定（１９５０

年５月）されたために、東京青年商工会議所は同年９

月１日に東京青年会議所と名称変更が行われた。東京

青年会議所創立の翌年、１９５０年３月には大阪JCが、

以後毎月のように日本の各地に青年会議所が設立さ

れ、青年会議所活動は拡大していった。各地域の青年

会議所との連絡を図るため、青年会議所懇談会

（JC懇談会）が開催（１９５０年５月１日）され、青年会

議所活動の芯柱ともいえる行動要領、１．Training

（個人の修練）、２．Service（社会への奉仕）、３．

Friendship（世界との友情）の３原則が採択された。

そして、全国的にJC運動を拡大していくためと１９５１

年５月にモントリオールで開催される国際青年会議所

第６回世界会議へ出席するために、統一体である日本

青年会議所の設立が急がれたのであった
19）

。

２．日本青年会議所の創立と活動理念

２．１　日本青年会議所の創立期

　１９５１年２月９日、東京商工会議所の会議室におい

て、日本青年会議所の創立総会が開かれ、初代会頭に

は黒川光朝
20）

が選ばれた。設立趣意書は「全人類の光明

は、われわれ青年会議所の純粋な正義観と、目的完遂

の確固たる実行力にうらづけられて初めてその輝きを

見出し得る
21）

」とはじまる。創立当時から青年会議所は

活動の実践団体としての性格を明示していることがわ

かる。創立初年度は、組織形成、勢力拡大、国際青年

会議所との提携に活動事業を限定した
22）

。勢力拡大のた

めには、全国の商工会議所の会頭および知事宛てに青

年会議所設立の後援依頼を行ったという
23）

。第６回国際

であった
38）

。

　２００１年は日本青年会議所創設５０周年の記念の年で

あった。同年９月１１日はアメリカ・ニューヨークにお

ける同時多発テロ事件が発生し、日本青年会議所は活

動の方向性を再考する必要性があった。日本青年会議

所は新しい行動指針として２１世紀宣言「混沌という

未知の可能性を切り拓き、個人の自立性と社会の公共

性が生き生きと協和する確かな時代を築く
39）

」ことを宣

言した。

　このように時代に即した活動方針を定めている日本

青年会議所であるが、では、このような理念にもとづ

いた青年会議所の活動はどのようなものであろうか。

つぎにその活動内容について簡単に検証していく。

３．日本青年会議所の活動

３．１　１９６０年代：「明るい豊かな社会」を目指して

　安保闘争に揺れる１９６０年に京都青年会議所は安保

に対する次のような声明を公表した
40）

。これは政治問題

に関する初めての声明であった。日本青年会議所でも

声明発表の検討は行われたが、権限はないと判断さ

れ、声明発表は見送られた。

民主主義のルールを逸脱した議会政治と秩序を失

った一部民衆の行動を放置すれば、国民が営々と

築き上げてきた我国の経済と成長しつつあるデモ

クラシーの基調は一瞬にして崩壊するであろう。

　また、第１１代会頭古市実（１９６２）は「JCの３信条」

の解釈変更を行った人物である。その内容は「JCの３

信条は誤解されている」というインパクトを与えるも

のであり、かなりの抵抗を受けた。しかしこの発言は

「JC運動の行動方向について」という統一見解とし

て発表され、彼の掲げたスローガン「考えるJCから、

発言し実行するJC」を目指す活動が展開された。そ

のための企画室が設置され、経済問題、社会問題委員

会が設置された。そして、はじめて政治問題に関する

委員会が正式に設置されたのであった
41）

。

　さらに青年会議所の活動方針の展開は東京オリンピ

ック開催と共にさらに大きく飛躍していった。東京オ

リンピック開催の１９６４年に第１３代会頭に就任した小

谷隆一（１９６４）は、「近代的福祉国家の建設」を目標

に掲げて、企画室を中心に福祉国家の研究に取り組ん

青年会議所開会式の会頭冒頭演説で日本青年会議所は

国際青年会議所へ加盟を認められた
24）

。創立時の定款第

３条「国際青年会議所の機構を通じて、世界各国の青

年会議所と提携し、世界青年層との友誼と理解とを保

つことにより、人類の幸福、世界平和達成に努めるこ

とを目的とする
25）

」を目指す出発となった。

　日本青年会議所は創設後３年で会員数を急激に増加

させた。戦後復興を支えた企業家達の青年会議所活動

への理解と関心の高さが、会員数の増大につながった

と考えられる。第３代会頭、堀越善雄（１９５３）によ

り、内部体制の充実が図られ、①３５歳の年齢制限を

４０歳に引き上げる、②常設の８委員会制度の採用（活

動、国際問題、経済問題、教育・社会改良、財務、定

款決議入会許可、褒賞、拡大）、③全国を９ブロック

にわける、というものであった。さらに第４代会頭、

服部禮次郎（１９５４）により、ロバート・ルール・オ

ブ・オーダー（Robert’s Rule of Order・議事法）が導

入された。この会議進行のための民主主義的な議事法

をマスターすることは、現在でも青年会議所の公認プ

ログラムである。多忙な会員にとって、この議事法を

マスターすることにより「いかに効率よく仕事を処理

し、自己の成長に結びつけるかに意義があ」るといえ

よう
26）

。これは青年会議所活動だけでなく、各自の経営

活動にも活かされ、経済活動の促進のための一助とな

ったことであろう。

　青年会議所は「日本の独立と民主主義を守り、自由

経済体制の確立による豊かな社会を作り出すため、市

民運動の先頭に立って進む団体」であることを表明し

ており、その事業目標である「社会と人間の開発」の

ために、「市民社会の一員として、市民の共感を求め

社会開発計画による日常活動を展開し、『自由』を基

盤とした民主的集団指導能力の開発」が目指されてい

る
27）

。

　青年会議所と商工会議所は商工会議所法が制定され

たため名称変更手続きがなされたが、分裂したわけで

はない。現在でも青年会議所のメンバーの多くは商工

会議所の会員資格も有し、商工会議所青年部（YEG, 

Young Entrepreneurs Group
28）

）に所属、さらにロータリ

ークラブ（Rotary Club
29）

）やライオンズ・クラブ（Lions 

Club International
30）

）に所属しているという
31）

。このよう

な状態は青年会議所創立当時も同様だったのである。
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だ。企画室理事には牛尾治朗（東京・第１８代会頭・

１９６９）、小野正孝（長野・第２１代会頭・１９７２）、佐々

木春海（長崎）らが名前を連ねていた。彼らは「日本

社会における近代的共同社会、いわゆるコミュニティ

の欠如という問題を摘出」し、「真に近代的国家であ

るためには、その基盤である近代的共同社会の確立」

に努めなければならないと指摘した
42）

。小谷は「近代的

福祉国家建設」のために、①地域経済開発、②公共精

神高揚運動、③社会改良計画の三大プランを掲げ、日

本に真の民主主義を根付かせるために強力なリーダー

シップをとったのであった。

３．２　日本青年会議所の革新

　日本青年会議所設立２０周年を迎えた年に会頭に就

任したのは牛尾治朗（第１８代）であった
43）

。牛尾は所

信表明で①市民意識を高揚し集団指導能力を開発、②

街づくりのための市民の組織化、③日本の安全と防衛

についての国民的合意の担い手に、④進んで青年と対

話し、明日の日本の為の広場をつくる、④経営意識の

刷新と企業体質の改善の敢行を表明した。牛尾はそれ

までのJCがタブーとして触れなかった「国防と安全」

に触れたことについて、会員に対しても「地域社会の

タブー」に対する挑戦を促した。牛尾にとってJC運

動とは「明日のために今我々が犠牲を払う気概を持っ

た運動、今日を明日の黎明と考える、未来に挑戦する

運動」なのであり、日本が民主主義国家としての姿に

なることを目標としていたのではないだろうか
44）

。

３．３　まちづくりへの積極的関わり

　日本青年会議所は、選任された会頭の所信・活動方

針に基づき活動を行う。その活動は地域からの要望が

反映されているものや経済界からの要望に基づくも

の、もしくは地方の政治行政に関わるものまで様々で

ある。

　日本青年会議所の活動は定款第４条に「特定の個人

又は法人、その他の団体の利益を目的として、その事

業を行わない」、同条２項に「本会は、これを特定の

政党のために利用しない」と定められている。

　青年会議所の活動基盤は地域の青年会議所である。

地域の青年会議所はいわゆる地方都市に存在し、祭り

などのイベントを開催したり、地域の清掃活動を行っ

たりと、地域との結びつきが強いのが特徴である。青

年会議所はわれわれの身近なところで活動を繰り広げ

ているのである。日本青年会議所の活動を検討するう

えで、１９５６年以降現在までの歴代会頭の掲げた日本

青年会議所の掲げたスローガンを確認する（表３）。

　日本青年会議所の活動方針を大きく分類して「ひと

づくり」「まちづくり」「教育への関わり」「国際社会へ

の関わり」「環境への関わり」としている。取り組ん

だテーマは当時の国内及び国際状況を反映するもので

あった。

　「まちづくり」は住民自治、行政改革、地方分権と

地域からみる政治に最も関わりが強い分野であるとい

える。青年会議所の「まちづくり」のための活動は、

日本の戦後復興からはじまり、自立した市民による地

域からの民主主義のため、住民自治、地方分権推進活

動に関わるなど、日本の市民社会の確立と成熟に大き

く寄与しているといえる。３.１１以降コミュニティの

重要性が説かれているが、それはまさに地域の「まち

づくり」といえるであろう。以下、地域が注目された

１９８０年代の活動と１９９０年代の活動について取り上げ

る。

３．４　１９８０年代：地方自治の確立

　地域での自治を求める活動の大きなきっかけとなっ

たのは、１９８１年３月１６日に発足した第２次臨時行政

調査会（第２臨調）への貢献であろう（表３）。第２臨

調の委員にはOBである牛尾治朗が就任していた。臨

調会長の土光敏夫は牛尾の協力を得たことにより、地

域で活動することが可能な青年会議所の協力を得たと

いってよい。臨調の最終答申は１９８３年３月に提出され

たが、答申の結果を実際に行動に移すのは民間の役割

であった。臨調推進に青年会議所は積極的に取り組ん

だ。自分たちの生活圏である地方・地域が変わること

により日本が変わるという体験であった。その後展開

された規制緩和・地方分権にも積極的に協力する姿勢

をとるようになるのである（表３）。

　青年会議所も牛尾をはじめとして、行政改革運動に

積極的に協力した。第３１代会頭、黒川光博
45）

（１９８２）

は最重点課題として行革を捉え、「行革が議論のみに

終わらないように一歩踏み込んだ運動の在り方」を次

のように提示した。①地方版臨時行政調査会の設置運

表３．日本青年会議所歴代会頭とスローガン、行動方針

参照：日本青年会議所（２００１）『明日への黎明』。１９５１年から１９５５年まではスローガンがないため、会頭の所信から筆者作成、また、２００２年以降は該当
年度ホームページ内のスローガンを確認。

年 会頭名 スローガン 行動方針
１９５１ 黒川光朝 トレーニング、サービス、フレンドシップの三大原則

ボランティアにかける若い情熱１９５２ 小坂俊雄 国際青年会議所アジア会議の成功
１９５３ 堀越善雄 トレーニング、サービス、フレンドシップの理念のもとに日本の意思の発表機関に
１９５４ 服部禮次郎 国内におけるJC運動の普及と国際JCとしての立場の向上

世界会議を軸に組織拡大

１９５５ 森下　泰 青年の社会的責任の自覚と団結
１９５６ 森下　泰 青年の力で新しい社会を
１９５７ 三輪善兵衛 世界を結ぶ青年の力
１９５８ 橋上保久 若い力で経済建設
１９５９ 千　玄室 JCの力で築こう明るい社会
１９６０ 石川六郎 JCの一人一人が社会の希望

高らかに謳う
「明るい豊かな社会」

１９６１ 山崎富治 JCは明日の世界の道しるべ
１９６２ 古市　実 経済の正しい成長になえ　JC
１９６３ 瀬味保城 JCの若さで結べ世界は一つ
１９６４ 小谷隆一 新時代築く若さと指導力

奉仕から開発へ軌道修正
１９６５ 遠山直道 福祉国家　作るさきがけ果たせJC
１９６６ 辻　兵吉 Jayceeの若さで創ろう明るい未来
１９６７ 柳沢　昭 Jayceeの勇気で築こう正しい社会
１９６８ 神野信郎 日本の正しい行手　しめせJaycee
１９６９ 牛尾治朗 Jayceeの総意で示せ日本の姿勢

変革の嵐に挑む１９７０ 米原正博 豊かな心　厳しい自覚　貫け社会の正義
１９７１ 秋保盛一 豊かな心　厳しい自覚　築こうアジアの連帯感
１９７２ 小野正孝 考える　行動する　若い力が未来をひらく

若者と未来を拓くヤング・ブルー
１９７３ 佐藤助九郎 若人と創ろう　築こう　豊かな未来
１９７４ 前田完治 模索する英知　挑戦する勇気　若さで担え日本の未来

あたらしい社会秩序を求めて
１９７５ 佐藤敬夫 人間への期待　明日への行動　創ろう正しい日本の心
１９７６ 田口義嘉壽 自立の心、拓こう未来築こう　われらの連帯感を
１９７７ 小沢一彦 築こう　日本の礎　はかろう　自治意識の高揚
１９７８ 麻生太郎 厳しい自覚　明日への飛躍　世界に示そう日本の心

国益を論じ、国家社会に貢献１９７９ 井奥貞雄 勇気ある挑戦　厳しい自覚　世界に翔け青年の力
１９８０ 鴻池祥肇 ひろげよう地域の輪　たかめよう国際意識　問いかけよう日本の安全
１９８１ 森　輝彦 見つめよう国際社会　考えよう日本の役割　示そう青年の気概

行政改革の先頭に立つ１９８２ 黒川光博 わたしのまちから日本の世界へ
１９８３ 榎本一彦 切り拓こう活力ある地域の時代
１９８４ 斉藤斗志二 今こそルネッサンス　創ろう新しい日本の時代

来るべき日本の時代に
１９８５ 野津　喬 めざそう私たちの２１世紀　果たそう青年の役割
１９８６ 河村忠夫 おこせ青年の嵐　つくり変えよう　人　まち　地球
１９８７ 浅利　治 受けとめよう世界の心　創ろう新しい日本の生き方
１９８８ 川越宏樹 今　変革のとき　自ら拓こう　新時代

規制緩和、地方分権に
立ち向かう

１９８９ 更家悠介 地球時代のデッカイしあわせ　つくりかえよう人間と地域
１９９０ 藤田公康 時代はJC　自立したひと・まち・こころで日本つくり
１９９１ 川島偉良 素敵な風を　あなたから創ろう　まちの物語
１９９２ 西村予史男 ゆめをかたちにまちづくり　歌おう地球の応援歌

地球市民の時代１９９３ 岡田伸浩 さわやかな汗で笑顔の星づくり　輝けまちの地球市民
１９９４ 小原嘉文 続けよう発言と行動を　はじめよう新しい生き方を　今地球市民が世界を変える
１９９５ 山本　潤 育もう新しい地球市民　進めよう自己改革　思いやる心が未来を創る ＮＰＯ元年
１９９６ 樫畑直尚 絆を生かし　たすけあい　創ろう愛ある新人間社会

「新人間社会」の創造１９９７ 村岡兼幸 おこせ！小さなデモクラシーの嵐
１９９８ 新田八朗 確立しよう　「心のスタンダード」！　行動しようコア世代‼
１９９９ 松山政司 地球は動く　今こそ動こうわれら地球市民

・個と公の調和を求めて
・社会企業家の育成
・人間力開発の時代

２０００ 上島一泰 若くはつらつとした日本へ　エトバスノイエス　新しい事を始めよう‼
２００１ 土屋龍一郎 「新世紀への　COMMITMENT」今、Jayceeが日本を拓く
２００２ 松山政司 時代を超えて時代を創る　今、始まる「新JC創世記」
２００３ 松本秀作 新次元へのBreakthrough!「日本改新」～誇り高き、人の時代へ～
２００４ 米谷啓和 大きな環と小さな環が響き合う「スローソサエティ」の実現へ
２００５ 高竹和明 “JC New Generation”新たなる日本の夢に向かって
２００６ 池田佳隆 “精神ルネッサンス”真の自立国家「美しき日本」の創造に向って‼
２００７ 奥原祥司 「日本の力」発信！理想国家日本の創造に向けて！
２００８ 小田與之彦 高い志と使命感によるローカルコミュニティー復活！「気高き日本」の創造！
２００９ 安里繁信 やさしくあるためにつよくあれ！リアリティと説得力を伴う「JCプライド」の実践
２０１０ 相澤弥一郎 陽はまた昇る～地域を照らす光明たれ！～
２０１１ 福井正興 徳溢れる心が未来をつくる　ともに歩もう　新たなる飛躍へ！ 己を律し行動するJC

  「自立」と「共助」が調和し、
「生き抜く力」と「生かされている
ことへの感謝」が漲る社会へ

２０１２ 糸川直樹 声なくして人を呼ぶ　進取の精神とクオリアの追求による　「尊敬される日本」の創造　新たなる飛躍へ
２０１３ 小畑宏介 呼び覚ませ　日本のプリンシプル！
２０１４ 鈴木和也 取り戻せ、日本の矜持を！
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民が安心して生活できるための調査研究提言を行う事

業、（７）世界情勢を踏まえつつ、国際的に通用する

人材を育成し、国際的に展開する事業を通し、日本国

の在り方と国際貢献を学び国際発展に寄与する為の事

業
53）

」と掲げられている。

　近年、JCでは会費が高額であるために会員の継続

も厳しい状態が続いているようである。そのため東京

JCでも２０１４年８月には入会金実質無料キャンペーン

が行われ、２０代の入会希望者については年会費１８万

円のところ、半額の９万円とする制度も作られてい

る。近年の厳しい経済状況もさることながら、２、３

年前から団塊ジュニア世代が卒業年限を迎え、会員数

が急激に毎年減っていることも指摘できる。

　表４をみると、２０１３年の１２月には人口率が高い第

二次ベビーブーマーである団塊ジュニア世代が４０歳

を迎え、大量に会員が減少していることがわかる。こ

のような会員数の減少は、団塊ジュニアが定年を迎え

る２０年後、２５年後あるいは３０年後に日本の労働人口

の急激な減少を予測するものといえる。現青年会議所

会員はその多くが商工会議所会員や各種経済団体の会

員となっているであろう。

５．結語　青年会議所とJC議連

　日本青年会議所は政治に影響を与えている市民団体

動、②市民、県民会議の推進運動、③民主導による行

政監視であった
46）

。

３．５　１９９０年代以降現在まで：NPOを推進、

市民が主役のまちづくりと地方の再生

　日本各地でたびたび発生する災害からの復興のため

に、各地域に密着しているJCは地域経済、地域社会

の旗振り役として積極的に行動する集団としても期待

されている。

　１９９５年の阪神・淡路大震災の年のスローガンを

「NPO元年」とした日本JCは、地域ネットワークで

の活動という青年会議所ならではの特性を活かし、災

害ボランティア活動、人的支援活動を行った
47）

。また、

被災地の経済・社会基盤の復興と自立のために被災地

および周辺の生産物の使用・購入を促進、流通経路の

復活と販路の開拓に取り組んだ。この経験はその後、

新潟県中越地震などをはじめ東日本大震災での被災地

復興支援にも活かされている。このような災害からの

復興支援活動と「まちづくり」活動は政治・行政と密

接な関係がある。

　この青年会議所の復興支援活動は政府も大きな期待

をよせていることが、内閣府ホームページ上の防災情

報のページで「青年会議所の災害時における被災地復

旧支援、地域の防災活動公益社団法人日本青年会議

所」として紹介されていることからもあきらかであ

る
48）

。

４．青年会議所組織と会員数

　日本青年会議所は公益社団法人となった。地域JC

はそれぞれ法人格をもっており、公益社団法人や一般

社団法人など様々である。

　日本青年会議所の組織は毎年変化する。選任された

新会頭は「会頭所信」を発表し、就任までに新体制の

「基本理念・基本方針」、「事業計画（案）」、「グルー

プ構成（案）」、「委員数（案）」「組織図（案）」と「出

向者関連資料」を公表し体制づくりに取り掛かる。日

本青年会議所の目的は「日本各地に所在する青年会議

所を総合調整して、日本国民の利益の増進を図る」と

定款第３条に掲げられている
49）

。

　日本青年会議所は国際青年会議所に属する国家青年

といえる。定款第４条第２項をみたように、「本会は、

政党のために利用しない」としているが、２０１４年日

本JC会議に「たくましい国」日本創造会議が設置さ

れている
54）

。これは２０１４年度鈴木和也会頭の所信にあ

る「「たくましい国」日本のかたち」に沿った会議で

ある。この会議の事業計画は、①「たくましい国」日

本の創造に向けた調査・研究、②「たくましい国」日

本の創造に向けた国民意識向上の運動、③国会議員・

関係省庁・JC議連等との政策懇話会の実施、④アニ

ュアルレポートの作成、⑤２０１０年代運動指針の対応

である。鈴木会頭は「たくましい国」日本を国家ビジ

ョンとして発信している。「国家ビジョンの実現に向

けて政治、行政とJCがそれぞれの領域で連携しなが

ら国家的課題を解決するために、JC議連や関係省庁

との政策懇話会を実施し、国家ビジョンを共有し、共

に歩む協力関係を構築する」と掲げている
55）

。

　JC議連とは現役国会議員の会である。そして、JC

議連の主催者はJC出身の国会議員ではなく日本青年

会議所であるという
56）

。「政策懇話会」とは提言の為の

勉強会であり、現役国会議員を招いての講演会が開か

れている
57）

。

　青年会議所出身の国会議員は党派を問わず２００名を

くだらないといい、現職国会議員も現在５０名近いと

いう。またLOMの理事長経験者も５０人程度はいると

いう。青年会議所出身議員として名高い現職国会議員

会議所（NOM, National Organization Member）の１つで

ある。各都道府県はLOM（Local Organization Member）

を形成し、都道府県下に地域青年会議所（LOM）が

存在する
50）

。LOMはまた、行政区域ごとに地区（ブロ

ック）協議会を形成、地区（ブロック）協議会会長を

選出している。いずれもトップダウン型の指揮命令系

統ではなく、横のつながりを重視するネットワーク型

をとっている。注意すべき点は、日本青年会議所はあ

くまで地域青年会議所の「調整」機関であり、運動体

ではないということである。

　２００３年に閣議決定された「公益法人制度の抜本的

改革に関する基本方針」を踏まえ設置された「公益法

人制度改革に関する有識者会議」の報告書
51）

において、

「民間非営利部門による公益的な法人活動の発展を促

進するため」２１世紀の社会の仕組みのなかで再構築を

求められた。この公益法人制度改革により、２０１３年

１１月までに社団法人格を有する団体は公益財団法人

もしくは一般社団法人かどちらかを選択しなくては解

散措置がとられるため、法人格移行をせざるをえなく

なった。

　日本青年会議所は「LOM法人格移行推進委員会」

を設置、各LOMの速やかな移行に支援を行った。公

益法人制度改革により青年会議所の監督官庁は都道府

県となった。日本青年会議所は公益社団法人を選択

し、定款第３条（目的）は「本会は、日本各地に所在

する青年会議所を総合調整してその意見を代表し、全

国的規模の運動を展開して、日本国民の利益の増進を

図るとともに、国際青年会議所と協調して世界の繁栄

と平和に寄与することを目的とし、本定款第５条に定

める事業を展開する
52）

」とした。定款第５条の事業は

「（１）次世代を担う子ども達の心身を成長させ、郷

土を愛する心や、道徳心をはぐくむ事業、（２）国や

地域を牽引する人材を育成する事業、（３）環境問題

を調査研究し、国民に対し啓蒙・実践を行う事業、

（４）国政・国防・国土問題等、多角的な視野から分

析し、国民には問題を提議し、政府には問題解決方法

を提案することにより、日本国の発展に寄与する事

業、（５）地域住民、地域行政に対し、問題点を調査

研究、提議し、諸問題を考え、解決していくことによ

り、更なる地域発展に寄与する事業、（６）経済問題

の解決や国民生活の安全、安定化・活性化に努め、国

表４．日本青年会議所総会員数の推移

参照：http://www.jaycee.or.jp/2014/expansion/?page_id=252
２０１４年９月２５日アクセス

　 総会員数 入会 退会 純増数

２０１３年８月 ３６,２２４ １,２８１ ４４ 　

２０１３年９月 ３６,５４０ ３８４ ６８ ３１６

２０１３年１０月 ３７,０２２ ５２３ ４１

２０１３年１１月 ３７,２６８ ３３６ ９０ １,０４４

２０１３年１２月 ３７,６１８ ４８８ １３８ １,３９４

２０１４年１月 ３２,９９９ ２,１３１ １,５７４ ‒３,２２５

２０１４年２月 ３３,０６９ ７０ ０ ‒３,１５５

２０１４年３月 ３３,２５２ ２１４ ３１ ‒２,９７２

２０１４年４月 ３３,４９２ ２９１ ５１ ‒２,７３２

２０１４年５月 ３３,８９１ ４４２ ４３ ‒２,３３３

２０１４年６月 ３４,２５５ ４２０ ４２０ ‒１,９７２

２０１４年７月 ３４,６７２ ５３９ １１９ ‒１,５５２
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は、麻生太郎（飯塚）や鴻池祥肇（尼崎）、若い世代

では平将明（東京）や現職JCメンバーである小泉進

次郎（横須賀）の存在がある。小泉は青年会議所のさ

まざまなシンポジウムでの講演活動
58）

やパネルディスカ

ッションに参加
59）

をしており、またJC議連のメンバー

とのつながりも大切にしていることが本人のブログか

らもわかる
60）

。小泉の発言は各青年会議所が作成する提

言に大きな影響を与えているといえよう。

　青年会議所に対する期待は青年会議所のOBだけが

持っているのではなく、現役の政治家たちも期待を寄

せている。日本JC２０周年記念誌『明日への黎明』に、

当時通産大臣であった宮沢喜一が「JCと政治
61）

」とい

う一文を寄せている。そのなかで宮沢は初代会頭の黒

川光朝が遠い親戚にあたることを明らかにしている。

宮沢は黒川や創設メンバーの三輪と頻繁に交流してい

たが、一度もJCに勧誘されなかったという。初期の

JCは「政治」とは距離を置いていたのである。しか

し、JC出身の国会議員がJCメンバーと自分のありか

たについて考えるときに重要なのはフィード・バック

であると主張している。そして「JCとJCが政治に送

り出した友人との間に、絶えざるフィード・バックが

行われるならば、２０年間を貫くJCの理念が、たとえ

徐々にではあっても日本の政治をよい方向に変えてい

くことは疑いない
62）

」と結んでいる。この宮沢の一文は

政治や行政の手が足りないところをJCの活動で担っ

ていくということを創立後２０年当時から国会議員も

認識していたことの証と言える。また、当時の宮沢の

印象では、「JCの人たちは選挙のやり方が純粋できれ

い」であるとみていた。

　JC活動について検証してきたが、検討する課題は

山積している。今後の課題としてJC活動１　Training、

２　Service、３　FriendshipはGHQの占領政策の一環と

して導入されたのではないかという新しい疑問点が生

まれた。GHQの占領期の商工会議所について検討す

る必要を感じた。また、JCが政治と接近を進めた具

体的な背景について、新自由クラブとの関係やJCと

選挙について研究を進め、政治家育成の働きを有する

機関としての役割を担っているかについて検証してい

きたい。

【 注 】

１） 白鳥浩（２００９）『都市対地方の日本政治』芦書房。

２） １９７１年の松任市議会議員リコール選挙に１９７１年に設立

された松任JC理事長北村勉が出馬、当選した（『JCって

いったいなんだ－外から見たJC』ダイヤモンドタイム

社、（１９７５）、３２－４５頁）。この背景には日本JCはそれ

まで定款第４条により政治をタブー視してきたが、１９６９

会頭の牛尾治朗による発言「私は会頭としてタブー視さ

れていた体制の問題、国防と安全に触れた。皆さんは勇

気をもって地域社会のタブーに触れ、傷だらけになって

も行動しよう」（１９６９年１月１９日）も影響しているとい

える（日本JC５０周年記念誌特別委員会編刊『明日への黎

明』（２００１）、３２頁）。

３） 松下圭一は都市型社会の成立に伴う理論軸の転換につい

て理論を展開してきた。松下圭一（１９７１）『都市政策を

考える』岩波新書、同（１９７１）『シビル・ミニマムの思

想』東京大学出版会、同（１９７５）『市民自治の憲法理論』

岩波新書、同（１９８７）『都市型社会の自治』日本評論社、

同（１９９１）『政策型思考と政治」東京大学出版会。また

２０００年以降の分権改革、財政破綻に対して政治、行政の

再構築を唱えた。松下圭一（２００５）『転換期日本の政治

と文化』岩波書店。松下は都市型社会における市民生活

の課題を具体的「政策・制度」によるミニマム解決を唱

えた（松下（２００５））。

４） 松下（２００５）１４頁。

５） 日本JC「会員の構成」http://www.jaycee.or.jp/?page_id=

200（２０１４年９月２３日アクセス）。

６） いわゆるNPO法といわれる特定非営利活動促進法（平成

１０年３月２５日法律第７号）施行後、活発となった公共政

策分野の研究が進んだ近年、政策提言活動はadvocacyと

表現される。しかしadvocacyはすでに医療・福祉分野や

教育学、図書館学などの分野では「支援活動」の意味

で、法律学の分野においては「権利擁護」を意味する言

葉として使用されてきた。２００８年の洞爺湖サミットで日

本のNGOが連携して政策提言（アドボカシー）活動が積

極的に行われた（大橋正明（２００８．８）『世界』「NGO『ア

ドボカシー元年』」）。このアドボカシー活動は貧困・開

発、環境、人権・平和の三分野それぞれが提言をまと

め、いずれも「主張」の意味合いが強いのが特徴である。

７） JCの役員任期は選任された翌年１月１日に就任し、その

年の１２月３１日に任期が満了する（定款第１７条１項）。各

地域青年会議所は理事長、日本青年会議所は会頭である。

８） JCの活動記録を１０年毎にまとめた『明日への黎明』では

３～５年程度の活動ごとに活動方針が掲げられている。

９） Young Men’s Progressive Civic Association 設立は１９１５年

１０月１３日である。『明日への黎明』（１９７１）１５頁。

１０） JCI Mission: To provide development opportunities that 

empower young people to create positive change.（http://

www.jci.cc/about ２０１４年９月２２日アクセス）

１１） 現在もJCIの本部は発祥の地ミズーリ州セントルイスに

ある。現在のアメリカJCの名称は、United States Junior 

Chamber of Commerceである。（http://www.jci.cc/about２０１４

年９月２１日閲覧）。

１２） JCはJunior Chambersの頭文字のJCをとり、日本JCという

ように簡略化して読まれ、表記されることが多い。

１３） 三輪善雄（１９２０年６月８日－２０００年２月１７日）東京生ま

れ、ミツワ石鹸社長、３代目三輪善兵衛。帝国大学卒業

後、物価庁勤務ののち、家業のミツワ石鹸に入社した。

初代三輪善兵衛は化粧、装身具の問屋丸見屋創業者。父

親の２代目三輪善兵衛はミツワ石鹸、肝油ドロップを発

売した（中村一一『ミツワ本舗三輪善兵衛氏』日統社

（１９３３）、国立国会図書館蔵、国立国会図書館デジタル

コレクション）。

１４） 藤岡清則は大正１５年商業会議所連合会に入り、文書課長

総務部長日本商工経済会東京商工経済会理事を歴任、東

京商工会議所事務局長となる（高野義夫（１９８９）『昭和

人名辞典』Ⅱ 第２巻（東日本編）４６６－４６７頁）。

１５） 日本JC２０周年記念誌編纂委員会（１９７１）『明日への黎明　

社団法人東京JC２０周年記念』社団法人日本JC、１１－１４

頁。

１６） 同前。

１７） 「東京青年商工会議所設立趣意書」（１９４９）『東商時報』第

３０号、８頁。

１８） 東京JCの入会資格は２５歳から４０歳までというように、

会員の年齢は各JCにより設定されている。因みに国際JC

（JCI）の会員資格は１８歳から４０歳までとなっており、

アメリカの成人要件が適用されている（www://jci.cc/

about ２０１４年９月２０日アクセス）。

１９） 日本JC２０周年記念編集委員会編刊『明日への黎明』

（１９７１）１７－１９頁。

２０） １９１８年東京生まれ、虎屋社長、東京大学卒業後、国際文

化振興会、文部省美術研究所勤務の後、株式会社虎屋取

締役社長、虎屋１６代。東京JC理事長、日本JC初代会頭、

東京南ロータリークラブ会長などを歴任（黒川光朝『菓

子屋のざれ言』虎屋、（１９７８））。

２１） 日本JC（１９７１）２０頁。

２２） 創立時に掲げられた事業は各国JCとの連絡提携、国際JC

（JCI）への加入、政治、経済、文化等の研究、調査、改

善であった（「日本JC創立」『朝日新聞』１９５１年２月９日）。

２３） 日本JC（１９７１）２１頁。

２４） 「…JCには国境も民族もない。それは、全世界の青年の

ものである。その誇りにおいて、われわれはいまここ

に、かつての敵日本の、JC代表団を、心からなる歓迎を

もって迎えようとする…」会頭はフィリピンのラモン・

デル・ロザリオであった。日本JC（１９７１）２２頁。原文 

“There are no borders or ethnicities in Jaycees. Jaycees are 

the providence of the world’s youth. Today, we are proud to 

extend a heartfelt welcome to a Jaycee delegation from Japan, 

formerly an enemy nation”

（http://search.yahoo.co.jp/search?p=JCI+1951%E9%96%8B%

E4%BC%9A%E6%BC%94%E8%AA%AC&aq=-1&oq=&ei=

UTF-8&fr=top_ga1_sa&x=wrt,２０１４年９月２６日アクセス）

２５） 日本JC（１９７１）２１頁。

２６） 「ロバート・ルール・オブ・オーダー」水戸JC

（http://www.mito-jc.or.jp/pdf/robert.pdf#search='%E3%83%A

D%E3%83%90%E3%83%BC%E3%83%88+%E3%83%AB%

E3%83%BC%E3%83%AB+%E3%82%AA%E3%83%96+%E

3%82%AA%E3%83%BC%E3%83%80%E3%83%BC'，

２０１５年２月２２日アクセス）。アメリカ陸軍のヘンリー・

ロバート（Henry Martin Robert,１８３７-１９２３）将軍（工学

士、議事法学者）によって考案された議事運営法。多数

の約束事によって運用される会議運用のルールである。

基本原則は次の４つ。①多数者の権利（過半数の賛成）、

②少数者の権利（少数意見の尊重）、③個人の権利（プ

ライバシーの権利擁護）、④不在者の権利（不在投票）。

２７） 「JCとは」『明日への黎明』（２００１）３頁。

２８） 日本商工会議所青年部は１９８１年に創設された（http://yeg.

jp/ftgp/history/：２０１４年１２月６日閲覧）。

２９） 世界初の奉仕クラブ団体。国際ロータリーの会員数は

１２０万人

（http://www.rotary.or.jp/index.html：２０１４年１２月６日アク

セス）。

３０） ２０９の国と地域で地域奉仕活動を行っている集団。２０１４
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し、政治・経済・社会など様々なジャンルのフォーラ

ム・セミナーを開催する場」である。

https://www.summerconference.jp/introduction/（２０１４年９月

２８日アクセス）

５６） 元JCメンバーであった現職国会議員にインタビュー調査

を行った（２０１４年９月５日）。

５７） http://www14.jaycee.or.jp/2014/strong/?p=174（２０１４年９月

７日アクセス）

５８） 「軽井沢の未来、小泉進次郎氏ら討論、青年会議所がシ

ンポ」『信濃毎日新聞』（２０１４年６月３０日）

５９） 「本県復興へ思い一つ：JC復興フォーラム閉幕、合唱発

表」『福島民友新聞』（２０１４年３月１０日）。

６０） 小泉進次郎公式ブログ「被災地からJCメンバーがきてく

れました」（２０１１年５月２０日、

http://ameblo.jp/koizumi-shinjiro/entry-10897524903.html

（２０１４年９月２８日アクセス）。

６１） 日本JC（１９７１）１５０－１５３頁。１０年ごとに刊行される『明

日への黎明』には時の総理大臣、社団法人経済団体連合

会会長、日本経営者団体連盟会長、社団法人経同友会代

表幹事と日本商工会議所会頭から祝辞が寄せられる。ま

た「私のJC期待論」として著名人からの意見も掲載され

る。宮沢の一文は２０周年記念誌「私のJC期待論」の１つ

であり、ほかに藤山愛一郎（衆議院議員）、大平正芳（衆

議院議員）、三隅二不二（九州大学教授）、伊藤善市（東

京女子大学教授）、武山康雄（日本経済新聞社取締役主

幹）らが一文を寄せている（日本JC（１９７１）１４７－１６９

頁）。

６２） 日本JC（１９７１）１５３頁。

年は１００周年の年である

（http://www.japan-lionsclubs.jp/：２０１４年１２月６日アクセス）。

３１） 元JCメンバーであった現職国会議員にインタビュー調査

を行った（２０１４年９月５日）。

３２） 原文“The Creed of Junior Chamber International”We Be-

lieve; That faith in God gives meaning and purpose to human 

life; That the brotherhood of man transcends the sovereignty of 

nations; That economic justice can be won by free men through 

free enterprise; That government should be of laws rather than 

of men; and That service to humanity is the best work of life.

日本JC（２００１）１頁。

３３） 日本JC（２００１）１頁。

３４） 日本JC（２００１）２２頁。

３５） 日本JC（２００１）２３頁。

３６） 日本JC（２００１）２頁。

３７） 以下、それぞれ宣言文の内容を紹介する。１９８８年JC宣

言：変革の能動者たらんとする青年として、個人の真に

豊かな生活の実現を通して、自立した快適で活力ある地

域を創造し、自由と公正を補償する国家を創造し、世界

の平和と繁栄に貢献し、地球上のすべての人と、共に生

きることを誓う。２００１年宣言：日本のJCは、混沌とい

う未知の可能性を切り拓き、個人の自立性と社会の公共

性が生き生きと協和する確かな時代を築くために、率先

して行動することを宣言する（日本JC（２００１）２頁）。

３８） 「１９８８年宣言」日本JC（２００１）２頁。

３９） ２００１年JC宣言、日本JC（２００１）１７８頁。

４０） 日本JC（２００１）２６頁。

４１） 日本JC（２００１）２７頁。古市の捉えた「明るい豊かな社

会」とは、「近代化された福祉社会」を指し、経済活動

から逃避できない現代人は、国際的視野に立った政治意

識が要求されるため、積極的に政治経済に関する研究を

行い、青年経済人として発言することがJCの社会的責任

と捉えられていた。

４２） 日本JC（２００１）２８頁。

４３） ウシオ電機創設者、経済同友会特別顧問、日本生産性本

部名誉会長、公益財団法人総合開発研究機構（NIRA）

会長。現首相安倍晋三の兄、安倍寛信の妻は牛尾の娘で

ある。また、牛尾は安倍晋三と２０年来の友人として付き

合いがあり、総晋会の会長を務めている。政治の世界に

非常に大きな影響力を持つ人物である。（神一行『閨閥』

（１９８９）毎日新聞社、２２４頁。）
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